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 主要項目間クロス集計表分析 

 

注釈 

 

 アンケート質問項目のうち、1）項目間にある程度以上の関連が見られるもの、また 2)注目すべき項目間について、主要な質問項目を選択し、クロス集計表にもと

づいて分析している。掲載するクロス集計で、特に相関などが見られない場合、クロス集計表のみ示している。 

 

※1）項目間の関連については、カイ 2乗検定により独立性の検定を行い、相関の有無を判定している。カイ 2乗検定結果について、相関が見られる場合には、カイ

2乗値から p値を算出して表記している。例えば、（*p≦ .01）は、有意水準 1.０パーセントでクロス集計表に関連が見られることを示している。そのうえで、相関

の程度について、さらにクラメールの連関係数の値をＶとして表記している。クラメール連関係数（V）は、0 から 1 の間の値をとり、値が大きいほど項目間の関連

が強いことを示す。例えば、（V=0.536254419250393）は、ある程度強い関連があることを示す。 

クラメール連関係数 

 

※2)注目すべき項目間のクロス集計表については、項目間の関係を探索しやすいよう、項目ごとの平均値と最大値との差（subtraction）を示し、降順に並べ替える

など整理して示している。ただし、統計的な独立性の検定結果などは、有意でない場合には示していない。 
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要旨 

 

 Ⅰ＜代表者年齢＞、Ⅰ3.＜操業年数＞からは、それぞれ 5歳、10年区分で 45-49歳の代表者が経営する操業 40-50年の企業が最も多いことが確認された。 

 Ⅰ1.<業種>、Ⅱ2.＜強み 1 位、2 位＞、Ⅱ2.＜課題 1 位、2 位＞からは、強みと認識される内容として技術力･製造（加工）精度が中核となるが、他に機械器具で

は、ブランド力、企画開発力の比率が高く、紙･印刷および化学･プラスチックでは、小ロット対応力の比率が高いなど、業種ごとに強く求められる特徴が異なるこ

とが大まかに理解される。また、これまでの製造業の中小企業が持つ強みである技術力、小ロット対応力、納期対応力、品質管理がやはり強みの多くを占め、逆に

人材育成、営業力が突出した課題となっていることが理解できる。 

Ⅱ3.＜自慢 1 位、２位＞からは、技術力、納期、品質に裏打ちされた信頼･信用、とその歴史がモノづくりにかかわる誇りとなっているものと解釈される。逆に、

人材、開発力･企画力、コストなど、今後の製造業を取り巻く環境変化への対応における課題が浮き彫りになっている。また、条件を絞って抽出することで、自社開

発製品（自社ブランド）を持ち、自社製品の製造を行い、過去 3年間の経常利益を増加させている企業の存在（122社）が確認された。 

Ⅲ3.＜企業間交流・連携＞、Ⅲ8. ＜現状技術で対応できない注文、問合せ＞、Ⅲ2. ＜過去 3 年の経常利益の推移＞、Ⅴ4.＜「モノづくり」への考え＞、Ⅴ3.＜

まちの魅力を高めるために必要なこと＞などによる抽出で、交流･連携がある企業は現状技術で対応できない注文、問合せを断らず、逆に交流･連携がない企業は断

る傾向が見られた。重ねて、交流･連携があり、現状技術で対応できない注文、問合せを断らない企業は過去 3年間の経常利益が増加傾向にあり、逆の企業は経常利

益が減少傾向にあることが伺えた。また、これらの対照企業のモノづくりへの考えには差異が見られ、交流･連携があり、現状技術で対応できない注文、問合せを断

らず、過去 3年間の経常利益が増加傾向にある企業は、モノづくりや、まちの魅力を高めるための考えに、確固とした、より積極的な考えを持つ傾向が見られた。 

 Ⅲ6.＜人材教育＞、Ⅲ8.＜現状技術で対応できない注文、問合せ＞からは、人材教育を特に実施していない企業は、現状技術で対応できない注文、問合せを断る

傾向が見られた。 

 Ⅲ7.＜必要な人材＞からは、技術力がある人に加えて、営業力、企画開発力がある人を必要としていることが確認された。 

Ⅴ1.＜東大阪市で操業するメリットとその内容＞から、メリットがあるとする企業の挙げる内容として、取引先が近い、協力会社が多いの 2 項目がほとんどを占め

ることが確認された。 
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クロス集計表一覧 

 

Ⅰ＜代表者年齢＞およびⅠ3. ＜操業年数＞ 

Ⅰ1. ＜業種＞およびⅡ2. ＜強み 1位、2位＞ 

Ⅱ2.＜強み 1位＞および＜強み 2位＞ 

Ⅱ2.＜課題 1位＞および＜課題 2位＞ 

Ⅱ2.＜強み 1位＞および＜課題 1位＞ 

Ⅱ3.＜自慢 1位＞および＜自慢２位＞ 

Ⅱ3.＜自慢 1位＞および＜自慢２位＞のうち、Ⅱ1.＜生産形態＞：「自社製品主体の製造」または、「一部自社製品と下請け製造加工」。かつ、Ⅱ5.＜自社開発製品（自

社ブランド）＞：「すでに持っている」。かつ、Ⅲ2.＜過去 3年間の経常利益＞：「大幅に増加」または、「やや増加」。 

Ⅲ3. ＜企業間交流・連携（同業種・異業種）の実績、関心＞およびⅢ8. ＜現状の技術では対応できない注文、問合せへの対応＞ 

Ⅲ3. ＜企業間交流・連携（同業種・異業種）の実績、関心＞およびⅢ8. ＜現状の技術では対応できない注文、問合せへの対応＞で、①「断らない」または④「断

る」 

Ⅲ3. ＜企業間交流・連携（同業種・異業種）の実績、関心＞およびⅢ8. ＜現状の技術では対応できない注文、問合せへの対応＞で、①「断らない」または④「断

る」、かつⅢ2. ＜過去 3年の経常利益の推移＞で、①「大幅に増加」および②「やや増加」、あるいは④「やや減少」、⑤「大幅に減少」。 

Ⅲ3. ＜企業間交流・連携（同業種・異業種）の実績、関心＞およびⅢ8. ＜現状の技術では対応できない注文、問合せへの対応＞で、①「断らない」または④「断

る」、かつⅢ2. ＜過去 3年の経常利益の推移＞で、①「大幅に増加」および②「やや増加」、あるいは④「やや減少」、⑤「大幅に減少」。さらに 1 2-1.＜正規従

業員数＞「0-24人」または「25人以上」。 

Ⅴ4.＜あなたにとって、「モノづくり」とは何だとお考えですか。＞から抽出。 

Ⅴ3.＜モノづくりのまちとして魅力をたかめるために必要なこと。＞から抽出。 

Ⅲ6.＜従業員の人材教育の取り組み＞および、Ⅲ8. ＜現状の技術では対応できない注文、問合せへの対応＞で、①「断らない」または④「断る」。 

Ⅲ7.＜貴社にとって、今後、どのような人材が必要か。＞ 

Ⅴ1.＜東大阪市で操業するメリット＞および、Ⅴ1.＜①「メリットが大きい」、②「メリットは幾らかある」の場合、メリットの内容＞（複数回答） 
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Ⅰ＜代表者年齢＞およびⅠ3. ＜操業年数＞ 

 Ⅰ代表者の年齢とⅠ3.操業年数（2017（平成 29）年 7 月 1 日時点）では、クロス集計区分のうち 45-49 歳の代表者が経営する操業年数 40-50 年（1967-77 年操業

開始）の企業が最も多い。操業 30-60年（1957-1987年操業開始）の企業で全体の 57.4%（783社）を占める。代表者の年齢区分では、65-69歳が 16.0%（218社）が

最も多い。代表者年齢が 45-74歳の企業が全体の 72.5%（988社）を占めるのに対し、44歳以下の企業は 8.5%（115社）である。 

 

Ⅰ1. ＜業種＞およびⅡ2. ＜強み 1位、2位＞ 
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強み 1 位および 2 位項目と業種とのクロス集計で、全業種の平均（mean）よりも当該業種の回答比率が高い項目(最も高い比率が top)との差（subtraction）を抽出

すると、「機械器具」の強み 1位で、「技術力・製造（加工）精度」41.7%（7.5%ポイント高）、「ブランド力」7.4%（5.2%ポイント高）、「企画開発力」7.4%（4.7%ポイ

ント高）などがある。同じ「機械器具」の強み 2位では、「他にない技術の特殊性」19.4%（7.9%ポイント高）、「技術力・製造（加工）精度」16.3%（5.3%ポイント高）

などがある。「紙・印刷」の強み 1位で、「小ロット対応力」26.3%（6.3%ポイント高）、「納期対応力（スピード）19.5%（4.9%ポイント高）」などがある。同じ「紙・

印刷」の強み 2位では、納期対応力（スピード）42.5%（14.７%ポイント高）」がある。他に、「金属製品」の強み 1位で、「技術力・製造（加工）精度」41.1%（6.9%

ポイント高）、「鉄鋼・非鉄金属」の強み 1位で、同じく「技術力・製造（加工）精度」39.8%（5.6%ポイント高）」がある。「化学・プラスチック」の強み 2位で、「小

ロット対応力」27.0%（5.7%ポイント高）がある。これらは、強みと認識される内容が業種によって、ある程度異なっており、その業種で特に強く求められる内容を

示していると解釈できる。 
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Ⅱ2.＜強み 1 位＞および＜強み 2位＞ 

 強み 1 位と強み 2位それぞれの単純集計では、1位、「技術力・製造（加工）精度」、「小ロット対応力」、2位「納期対応力（スピード）」、「小ロット対応力」の順

であるが、クロス集計では、強み 1位「小ロット対応力」と強み 2位「納期対応力（スピード）」のクロスが、160社で最多である。続いて、1位は同じ「技術力・

製造（加工）精度」で、2位がそれぞれ「納期対応力（スピード）」、124社、「小ロット対応力」、107社、「他にない技術の特殊性」、97社、「品質管理」、65社の順で

続いている。技術の内容等は多様であると想定されるが、おおよそ、強みとしてあがっているのは、これまで製造業の中小企業が持つ強みとされてきた、技術力、

小ロット対応力、納期対応力、品質管理が多くを占めている。 
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Ⅱ2.＜課題 1 位＞および＜課題 2位＞ 

 単純集計では、課題 1位、「人材育成」、「営業力」、課題 2位、「人材育成」、「営業力」の順となっており、いずれもこれら 2項目が多い。クロス集計でも、課題 1

位「営業力」と 2位「人材育成」、が 63社で最多となっており、次いで、1位「人材育成」と 2位「営業力」、が 41社である。多くの企業の抱える課題として、これ

ら 2項目が突出していることが確認できる。個別企業の課題にとどまらず、中小企業あるいは製造業、地域産業の課題としても見逃せない。 
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Ⅱ2.＜強み 1 位＞および＜課題 1位＞ 

 

 強み 1 位と課題 1位のクロスでは、強み 1位が、「技術力・製造（加工）精度」で、課題 1位「営業力」のクロスが 108社、次いで、同じ強み 1位で、課題 1位「人

材育成」のクロスが 101社の順となっている。「技術力・製造（加工）精度」、「小ロット対応力」、「納期対応力（スピード）」、「他にない技術の特殊性」、「小ロット

対応力」という強みの反面、「人材育成」、「営業力」という課題の存在が多くの企業の現状として浮き彫りになっている。 
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Ⅱ3.＜自慢 1 位＞および＜自慢２位＞ 

 自慢 1 位と自慢 2位のクロスでは、1位、「技術力」と 2位「信頼・信用」の 82 社が最多で、次いで 1位「信頼・信用」、2位「納期」の 78社である。続いて、と

もに 1位「技術力」で、2位「品質」が 62社、2位「納期」が 61社である。その後、1位「創業からの歴史」と 2位「信頼･信用」51社が続く。誇れること、自慢

できることとして、「技術力」に裏打ちされた「信頼・信用」、「納期」に裏打ちされた「信頼・信用」、それらの前提となる「品質」、そして、それらを基盤として歴

史を重ねてきたことによる「信頼・信用」などがあがっている。強みの項目でも見られた結果と同様、これまで製造業の中小企業が持つ強みとされてきた、技術力、

納期対応力、品質管理にもとづく、継続的な活動が「信頼・信用」の蓄積となり、モノづくりにかかわる誇りとなっていると解釈できる。逆に、「人材」、「開発力・

企画力」、「コスト」などの回答割合が低いことは、今後の製造業を取り巻く環境変化への対応における課題との関連から留意が必要である。 

  

Ⅱ3.＜自慢 1 位＞および＜自慢２位＞のうち、Ⅱ1.＜生産形態＞：「自社製品主体の製造」または、「一部自社製品と下請け製造加工」。かつ、Ⅱ5.＜自社開発製品（自

社ブランド）＞：「すでに持っている」。かつ、Ⅲ2.＜過去 3年間の経常利益＞：「大幅に増加」または、「やや増加」。 

 

 

 

 

 こ

の自

慢 1

位、2
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位のクロスについて、さらに条件を加えて抽出してみる。Ⅱ1.生産形態で①「自社製品主体の製造」、または②「一部自社製品と下請け製造加工」を選択し、同時に、

Ⅱ5.自社開発製品（自社ブランド）の有無で、①「すでに持っている」を選択し、かさねて、Ⅲ2.過去 3年間の経常利益の推移で、①「大幅に増加」または、②「や

や増加」を選択した企業である。この条件は、自社開発製品を手がけ、自社製品を製造する自立志向のある企業で、しかも過去 3年の経常利益が増加している企業

である。抽出企業は 122社で、自慢 1位では、「技術力」45社に次いで、「開発力・企画力」24社があがっている。また、自慢 2位では、「取引先」19社が最多で、

続く「創業からの歴史」16社に次いで、「開発力・企画力」15社があがっている。ここで抽出された企業 122社は、アンケート回答企業全体の 1割にも満たないが、

こうした抽出条件を満たす企業では、自慢 1位および自慢 2位のクロス全体 1137 社では、割合の低かった「開発力・企画力」の回答割合が比較的高くなっている。

回答企業数はわずかであるが、「自社開発製品（自社ブランド）」を持っており、「自社製品の製造」を行い、「過去 3年間の経常利益」を増加させている企業の特徴

として注目される。 
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Ⅲ3. ＜企業間交流・連携（同業種・異業種）の実績、関心＞およびⅢ8. ＜現状の技術では対応できない注文、問合せへの対応＞ 

 企業間交流･連携（交流連携）と対応困難な注文（困難注文）とのクロスでは、困難注文

で②「内容次第で検討する」が計 794社と最多である。そのうち、交流連携の回答で③「参

加していないが関心はある」、30.2%（240社）、①「参加している」、25.6%（203社）、③「グ

ループではないが日常的に交流している仲間はいる」、25.3%（201 社）、④「参加していな

いし関心もない」18.9%（150 社）となっており、おおよそ均等に回答がばらついている。

これに対して、困難注文で④「断る」のうち、交流連携が④「参加していないし関心もない」、

54.4%（112 社）で半数を超えている。また、困難注文で①「断らない」のうち、交流連携

が①「参加している」、38.4%（48社）と、およそ 4割近くを占めている。 

 

 

Ⅲ3. ＜企業間交流・連携（同業種・異業種）の実績、関心＞およびⅢ8. ＜現状の技術では対応できない注文、問合せへの対応＞で、①「断らない」または④「断

る」 

元のクロス表のうち、Ⅲ3.交流連携の③「参加していないが関心はある」を除いた 3つの

選択肢と、Ⅲ8.困難注文の①「断らない」、④「断る」の選択肢の回答企業でクロスを見る

と、困難注文で④「断る」と回答した企業のうち、交流連携で④「参加していないし関心も

ない」が 72.3%（112 社）を占める。逆に、困難注文で④「断る」と回答した企業のうち、

交流連携で①「参加している」は 11.6%（18社）である。また、困難注文で④「断らない」

と回答した企業のうち、交流連携で①「参加している」が 50.0%（48社）で、困難注文で①

「断らない」と回答した企業のうち、交流連携で④「参加していないし関心もない」は 18.8%（18 社）である。交流連携で①「参加している」に②「グループでは

ないが日常的に交流している仲間はいる」を合わせると、困難注文の①「断らない」のうち 81.3%（78 社）を占める。したがって、Ⅲ8.これまでに現状の貴社の技

術では対応できない注文、問合せが来た場合の対応として、「断らない」という姿勢を持つ企業は、Ⅲ3.企業間交流・連携（同業種・異業種）に「参加している」か

「グループではないが日常的に交流している仲間はいる」ことと関連が強いと解釈できる。 
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Ⅲ3. ＜企業間交流・連携（同業種・異業種）の実績、関心＞およびⅢ8. ＜現状の技術では対応できない注文、問合せへの対応＞で、①「断らない」または④「断

る」、かつⅢ2. ＜過去 3年の経常利益の推移＞で、①「大幅に増加」および②「やや増加」、あるいは④「やや減少」、⑤「大幅に減少」。 

前述の集計にⅢ2. ＜過去 3年の経常利益の推移＞で、①「大幅に

増加」および②「やや増加」、を選択した企業を抽出すると、困難注

文で「断らない」のうち、交流連携で「参加している」および「グ

ループではないが日常的に交流している仲間はいる」を合わせた選

択肢のクロスが、45 社中 88.9%（40 社）を占める。ただし、ここで

抽出された企業数はわずかであるため、比率を捉える際には注意が

必要である。交流連携で、「グループではないが日常的に交流してい

る仲間はいる」と回答した企業が、困難注文を「断らない」のうち

37.8%（17社）を占め、「断る」のうち 18.5%（5社）であり、比率の

差が 19.3%ポイントとなっており、「断らない」比率が高い。逆に、

交流連携で、「参加していないし関心もない」と回答した企業が、困

難注文を「断らない」のうち 11.1%（5社）で、「断る」のうち 40.7%

（11 社）を占めており、比率の差が-29.6%ポイントとなっており、

「断る」比率が高い。 

また、Ⅲ2.＜過去 3 年の経常利益の推移＞で、④「やや減少」お

よび⑤「大幅に減少」、を選択した企業を抽出すると、交流連携で、

「参加していないし関心もない」と回答した企業が、困難注文を「断

る」と回答した 62 社中 82.3%（51 社）を占めている。「断らない」

22 社中では、27.3%（6社）で、比率の差が-55.0%ポイントとなって

おり、「断る」比率が高い。これについても、抽出企業数がわずかであるため、比率を捉える際には注意が必要であるが、傾向としては把握できる。つまり、交流連

携に「参加している」、困難注文を「断らない」、過去 3 年経常利益が「増加」しているという回答には、ある程度関連が見られる。いわば、積極性があり、業績が

好調な企業群の傾向として把握できる。また、交流連携に「参加していない」、困難注文を「断る」、過去 3 年経常利益が「減少」しているという回答には、ある程

度強い関連が見られる。いわば、消極的であり、業績不振な企業群の傾向として把握できる。 
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Ⅲ3. ＜企業間交流・連携（同業種・異業種）の実績、関心＞およびⅢ8. ＜現状の技術では対応できない注文、問合せへの対応＞で、①「断らない」または④「断

る」、かつⅢ2. ＜過去 3年の経常利益の推移＞で、①「大幅に増加」および②「やや増加」、あるいは④「やや減少」、⑤「大幅に減少」。さらにⅠ2-1.＜正規従業員

数＞「0-24 人」または「25人以上」。 

さらに、前述の集計を正規従業員数「0-24人」と「25人以上」で

分類して抽出し、関連の強いクロス表を示す。ただし、抽出された

企業数がさらに少なく、「25 人以上」規模では、合計が 30 社にも満

たないため、比率や関連についてはあくまでも参考程度に過ぎない

が、わずかな傾向は見える。 

 正規雇用数が「0-24 人」規模で、Ⅲ2.＜過去 3 年の経常利益の

推移＞で、④「やや減少」および⑤「大幅に減少」、を選択した企業

を抽出すると、交流連携で、「参加していないし関心もない」と回答

した企業が、困難注文を「断る」と回答した 53社中 81.1%（43社）

を占めている。抽出企業合計は 70 社で、困難注文の単純集計では、

④「断る」53社で、①「断らない」17社である。つまり、「0-24人」

規模で、＜過去 3 年の経常利益の推移＞で、④「やや減少」および

⑤「大幅に減少」、を選択した企業は、困難注文を「断る」割合が高

い。 

 正規雇用数が「25 人以上」規模で、Ⅲ2.＜過去 3 年の経常利益

の推移＞で、①「大幅に増加」および②「やや増加」、を選択した企

業を抽出すると、合計 19社とたいへん少ない。それを踏まえて、交

流連携で、①「参加している」、および②「グループではないが日常

的に交流している仲間はいる」を合わせると、18社であり、1社を除いて交流連携実績がある。また、困難注文で①「断らない」が 15社であり、②「断る」は 4社

である。連携交流実績がある 18社のうち、困難注文を①「断らない」が 15社である。あくまで、わずかな傾向に過ぎないが、「25人以上」規模で、＜過去 3年の経

常利益の推移＞で、①「大幅に増加」および②「やや増加」、を選択した企業は、困難注文を「断らない」傾向が見られる。 
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Ⅴ4.＜あなたにとって、「モノづくり」とは何だとお考えですか。＞から抽出。 

前述までの、正規雇用数を除いた条件で抽出された企業の傾向をさらに別の角度から検証するために、それら企業経営者がⅤ4.＜「モノづくり」とは何だとお考

えですか。＞の自由記述設問において、どのように回答しているかを確認する。左の列が、交流連携に①「参加している」および、困難注文を①「断らない」、重ね

て過去 3 年経常利益が①「大幅に増加」または、②「やや増加」、を選択した 23 社（積極・好調企業）の経営者の回答である。また、右の列は、交流連携に④「参

加していないし関心もない」および、困難注文を④「断る」、重ねて過去 3年経常利益が④「やや減少」または、⑤「大幅に減少」、を選択した 51社（消極・不振企

業）の経営者の回答である。一瞥して、積極・好調企業の経営者の回答は、消極・不振企業の経営者に比べて、記述量が多い。また、分析者の主観ではあるが、特

徴的だと考えられる言葉を赤字にしているが、積極・好調企業の回答は、いずれも前向きで積極性が感じられる。逆に、消極・不振企業の回答には、消極的な回答

が見受けられる。 
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Ⅴ3.＜モノづくりのまちとして魅力をたかめるために必要なこと。＞から抽出。 

 同じように、Ⅴ3.＜モノづくりのまちとして魅力をもっと高めるために、これから必要だと思われる取組やお考えをお聞かせください。＞の自由記述設問におい

て、どのように回答しているかを確認する。左の列が、交流連携に①「参加している」および、困難注文を①「断らない」、重ねて過去 3年経常利益が①「大幅に増

加」または、②「やや増加」、を選択した 23社（積極・好調企業）の経営者の回答である。また、右の列は、交流連携に④「参加していないし関心もない」および、

困難注文を④「断る」、重ねて過去 3年経常利益が④「やや減少」または、⑤「大幅に減少」、を選択した 51社（消極・不振企業）の経営者の回答である。ここでも、

一瞥して積極・好調企業の経営者の回答は、消極・不振企業の経営者に比べて、記述量が多い。こちらも、分析者の主観で特徴的な言葉を赤字にしている。積極・

好調企業の回答からは、さまざまな視点から課題を発見、認識していることや、課題解決方法の提案も見られる。逆に、消極・不振企業の回答には、課題について

認識していないか、向き合う姿勢が見られない回答が見受けられる。 
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Ⅲ6.＜従業員の人材教育の取り組み＞および、Ⅲ8. ＜現状の技術では対応できない注文、問合せへの対応＞で、①「断らない」または④「断る」。 

 ＜人材教育＞と＜困難注文＞のクロスでは、＜困難注文＞を①「断らない」120 社のうち、＜人材教育

＞で①「経営者が自ら教える」が 50.8%（61社）を占める。また、＜人材教育＞の⑤「特になし」は 15.8%

（19 社）である。＜困難注文＞で④「断る」185 社のうち、＜人材教育＞で⑤「特になし」が 53.0%（98

社）を占める。また、＜人材教育＞の①「経営者が自ら教える」は 33.0％（61社）である。＜人材教育＞

で、⑤「特になし」のうち、＜困難注文＞で、④「断る」は 185 社のうち、53.0%（98 社）で、①「断ら

ない」120社のうち、15.8%（19社）の比率の差は、-37.1%ポイントである。＜人材教育＞で「特になし」

の場合、＜困難注文＞を「断る」割合が高い。 

 

 

 

 

 

Ⅲ7.＜貴社にとって、今後、どのような人材が必要か。＞ 

 必要な人材の 1位と 2位のクロスでは、1

位①「技術力がある人」、と 2位③「営業力

がある人」、が 271社で最多である。次いで、

1位は同じで、2位②「企画開発力がある人」、

が 169 社である。これらを合わせると、必

要な人材の 1 位①「技術力がある人」と回

答した 567社のうち 77.6%（440社）である。

これらに次いで、1位③「営業力がある人」

と 2 位①「技術力がある人」が 73 社、また同じ 1 位で、2 位②「企画開発力がある人」57 社が続く。単純集計からも明らかなように、「技術力がある人」、「営業力

がある人」、「企画開発力がある人」、の回答割合が高い。これらの回答は、Ⅱ2.＜強み 1位＞および＜課題 1位＞のクロスで最多回答の、強み 1位「技術力・製造（加

工）精度」と課題 1位「営業力」と関連することが推測される。 
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Ⅴ1.＜東大阪市で操業するメリット＞および、Ⅴ1.＜①「メリットが大きい」、②「メリットは幾らかある」の場合、メリットの内容＞（複数回答） 

 

 

 

 

 

 東大阪市で操業するメリットとして、②「メリットは幾らかある」回答のうち、①「取引先が近い」57.4%、また、①「メリットが大きい」回答のうちでは、同じ

メリット内容が 62.1%を占める。次いで、②「協力会社が多い」が、①「メリットが大きい」回答のうち、28.7%（56社）、また、②「メリットは幾らかある」回答

のうち、26.3%である。これら 2つのメリット内容でメリット回答全体（845社）の 85.4%（721社）を占める。これらのメリットは、他社との関係のあり方であり、

モノづくりにかかわる多様な中小企業が集積していることから生じるメリットではあるが、東大阪市、あるいは地域特有のメリットとは言い難い点には注意が必要

である。モノづくり企業群の集積度が下がり、取引先、協力会社との関係から得られるメリットが減少すれば、東大阪市で操業するメリットが失われかねないと解

釈できるためである。また、逆に、これらのメリットを維持するだけでなく、より強化する仕組み、土壌をより豊かに醸成できれば、他市にはない操業メリットを

享受できるモノづくりのまちという確固とした地位を築くことができるとも解釈できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


